自治体における年次財務報告についての研究レポート
地方自治体における公会計制度は、今まさに大きな変革の時期を迎えている。総務省は平成18 年に「新地方公会計制度研究会報告書」を発表、さらに平成19 年に「新地方公会計制度実務研究会報告書」を発表し、同年の「公会計の整備推進について（通知）」によって公会計制度改革への取組を地方自治体に要請した。公会計制度改革が進む中、作成される財務諸表をいかに報告していくかが今後重要な課題になると考えられる。
財務報告の目的として以下の3 点をあげている。
① 財務報告は、公的説明責任の履行という義務を政府が全うするのを支援し、またそ
の説明責任の履行状況を利用者が査定するのを可能にするものでなくてはならない
② 財務報告は、政府機関における当該年度の活動成果を利用者が評価するのを支援す
るもでなくてはならない
③ 財務報告は、政府機関における提供可能なサービスの水準及び支払期限の到来した
債務の支払い能力を、利用者が査定するのを支援するものでなくてはならない。
GASB の定義する財務報告の利用者・目的・質的特性について
政府会計基準審議会（Governmental Accounting Standards Board: GASB、以下GASB）
CAFR は、財務報告書の主たる利用者として、
1 政府が第一義的な説明責任を負っているグループ（市民）、
②市民を直接的に代表するグループ（立法機関および監査機関）、
③融資を行い、また融資のプロセスに関与するグループ（投資者及び与信者）、
の3 グループを想定している。
また、財務報告の目的として以下の3 点をあげている。
1  財務報告は、公的説明責任の履行という義務を政府が全うするのを支援し、またそ
の説明責任の履行状況を利用者が査定するのを可能にするものでなくてはならない
② 財務報告は、政府機関における当該年度の活動成果を利用者が評価するのを支援す
るもでなくてはならない
③ 財務報告は、政府機関における提供可能なサービスの水準及び支払期限の到来した
債務の支払い能力を、利用者が査定するのを支援するものでなくてはならない
3 点の目的の中で、GASB は、公的説明責任が特に重視すべきものであるとパラグラフ76 において記載している。この公的説明責任は、納税者の「知る権利」に基づくものであり、「知る権利」とは「市民とその選ばれた代表による開かれた論争につながるような包み隠さず言明された事実を受け取る権利」と定義されている。
財務報告の伝達を有効にするために、財務報告の情報には備えるべき6 つの基本的特徴として
①理解可能性　②信頼性　③目的適合性　④適時性　⑤首尾一貫性　⑥比較可能性
があることを概念書1 号で指摘している。
これらの中でも公会計における財務報告において、①理解可能性が重要な観点になると考えられる。公的説明責任の履行という重要な目的を果たすためには、様々な利用者を想定した財務報告の作成は必要不可欠である。この点については、「公会計の整備推進について（通知）別紙財務諸表のわかりやすい公表に当たって留意すべき事項」2 においても「民間企業の財務に関する開示情報は、会計に関する一定の知見を有する投資家や債権者等の理解可能性を前提とすることができるのに対して、地方公共団体の公会計による開示情報の受け手は、会計に関し一定の知見を有するとは限らない住民等をはじめとした幅広い利害関係者であるため、投資家等のような理解可能性を前提とすることは不適当である場合が少なくない。」と指摘されている。
また、CAFR は、財務諸表だけでなく、財務諸表を補足する情報を含めた年次の報告書（アニュアルリポート）である。
CAFR を基礎的な情報提供手段として位置づけている理由は、財務諸表のみでは提供できる情報に限界があり、公的説明責任を主とした財務報告の目的を達成する上で補足情報が必要不可欠であるという観点からである。
CAFR の大きな特徴が次に続く「MD&A（Manager’s Discussion and Analysis）」である。「MD&A」は州の財務担当者が財務諸表を基として検討及び分析を行い、利用者に説明するものである。オレゴン州のCAFR では、「MD&A」の冒頭部分でその目的として以下の4 点をあげている。
① 読者に重要な財政的論点を検討する支援を行う
② 読者に州の財政活動の見通しを提供する支援を行う
③ 読者に当初予算からの重要な変化を特定する支援を行う
④ 読者に個々の基金の論点を強調するのを支援する
（図1）
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小林麻理（2008）「公会計改革」p. 274 を基に作成
「MD&A」は、基本財務諸表の前に記述されており、その内容は基本財務諸表の検討と分析である。財務諸表を読むには一定の会計知識が必要であり、またその検討と分析にはさらに深い会計知識が必要となる。オレゴン州の4 つの目的からも分かるように、そのような知識を持たない利用者でも理解できるように援助することが「MD&A」の目的であると考えられる。
また、政府がどのような活動を行ってきたか、その成果はどのようなものであるかを主張するものであり、利用者が政府の活動について評価するのに非常に有益な情報を提供するものである。財務諸表は政府の活動を説明するのに必要不可欠なものではあるが、しかしながら、それだけですべての利用者が必要な情報を入手し評価できるものではない。情報の理解可能性をより高め、さらには利用者の目的適合性を高めるためには非財務情報も含めた補足情報は不可欠である。「MD&A」によって補足情報を提供することにより、これらを高め、より高い次元でのアカンタビリティを達成しようとするものであると考えられる。
